












































































































































































































































(J. N. Khosla〕は， a. セγターは，いかなる条件で行内官吏，立法
議会及び私人に対し助言：業務を行うべきか。
b. いかなる種類の主題について尉J言業務を行うのが最も適当であるか。
c. 助言業務について料金を徴収すべきか。
について意見を述べた。
6. 訓練者の訓練
討議資料として「訓練者の訓練の手ヲ｜」きと越する長文の資料が配布さ
れた。
その第1主主には，訓練の段階，訓練の目的，訓練者の監督について，第
2章には，訓練者，すなわち講師を養成する訓練計画の基本的考え方につ
いて，第3章には，訓練の必要度の訊u定方法，学習の原理及び過程，訓練
の分野とその内容，訓練計画の立案と実施，訓練の方法〔集団訓練の諸方
法と個人訓練の諸方法〕訓練評価の3段階（訓練前，訓練中，訓練終了後），
訓練評価の諸方法について，第4章には，パキ兄タ yにおける訓練の実際
について，それぞれ詳細に説明してある。
この議題について主討論者に指名されたケニヤ行政研究所長ジョセフ・
カリウキ氏 (JosephKariuki）は，
a. 訓練にあたる講師の最良の供給源は何であるか，
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b. 実体的な知識の増進と，教授方法の熟練とをいかFこして得ることが
できるか，
c. 講師の能力の評価は可能であるか，の3点について論じた。
